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その課税期間の基準期間における課税売上高が 5,000 万円以下である事業者は、適用を受けようとする

課税期間の初日の前日までに「消費税簡易課税制度選択届出書」を納税地の所轄税務署長に提出すること

により、簡易課税制度を選択することができます。 

 なお、新規開業等した事業者は、その開業等した課税期間の末日までにこの届出書を提出すれば、開業等

した日の属する課税期間から簡易課税制度の適用を受けることができます。 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

 

 

 

 

 
 

  
 
 
 
 
 

 

 

簡易課税制度の適用をやめようとするときは 

消費税簡易課税制度選択不適用届出書  
 適用をやめようとする課税 

期間の初日の前日まで 
提出 
時期 

簡易課税制度の適用を受けている事業者が、その適用をやめようとする場合、又は事業を廃止した場

合には、適用をやめようとする課税期間の初日の前日までに「消費税簡易課税制度選択不適用届出書」

を納税地の所轄税務署長に提出する必要があります。 

ただし、簡易課税制度の適用を受けている事業者は、事業を廃止した場合を除き、２年間継続して適用

した後でなければ、その適用をやめることはできません（適用を開始した課税期間の初日から２年を経

過する日の属する課税期間の初日以後でなければ、「消費税簡易課税制度選択不適用届出書」を提出する

ことはできません）。 

＊ 簡易課税制度とは、課税売上高から納付する消費税額を計算する制度です。 
具体的には、課税期間における課税標準額に対する消費税額に事業区分ごとに定められた「みなし仕入率」を掛

けて計算した金額が、仕入控除税額となります。 
したがって、実際の課税仕入れ等に係る消費税額を計算する必要はなく、課税売上高のみから納付する消費税額

を算出することができます。 
＊ 簡易課税制度の適用を選択している事業者は、簡易課税制度を適用しないで仕入控除税額を計算すれば還付と

なる場合でも、還付を受けることはできません。 
＊ 簡易課税制度の適用を選択している事業者が免税事業者となった場合でも、「消費税簡易課税制度選択届出書」

は効力を有しています。 
  したがって、「消費税簡易課税制度選択不適用届出書」を提出している場合を除き、再び課税事業者となったと

きには簡易課税制度を適用して申告を行うこととなります。 
＊ 適格請求書発行事業者の登録を受ける事業者（平成28年改正法附則44条第４項の規定を受ける事業者に限る。）

が「消費税簡易課税制度選択届出書」を適格請求書発行事業者の登録がされた日を含む課税期間中に提出した場合
には、この届出書を提出した課税期間から簡易課税制度の適用を受けることができます。 

○ 法人（３月末決算）の場合の適用関係 

 

○ 個人事業者の場合の適用関係 

 

（基準期間） 

課税売上高 5,000 万円以下 

 

 

（課税期間） 

   簡易課税制度適用可 

X1.1.1 X1.12.31 X3.1.1 X3.12.31 
X2.1.1 X2.12.31 

（基準期間） 

課税売上高 5,000 万円以下 

 

 

（課税期間） 

   簡易課税制度適用可 

X3.4.1 X4.3.31 X1.4.1 X2.3.31 
X2.4.1 X3.3.31 

  

   

        

 

 

 

 

 

 

 

調整対象固定資産などを取得した場合は・・・１４・１５ページ注意をご覧ください。  注意 

⑥  消費税簡易課税制度選択届出書 
 

 
 適用を受けようとする課税 

期間の初日の前日まで 
提出 
時期 


